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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　傾斜車両であって、
　前記傾斜車両の左右方向に傾斜可能な車体と、
　前記車体に支持される後輪と、
　前記車体の左右方向において、前記車体の左側に配置され、前記車体の傾斜に応じて前
記車体の上下方向に揺動可能に右部が前記車体に支持された左アーム機構と、
　前記車体の前後方向において、前記後輪の前側に設けられ、前記左アーム機構の左部に
転舵可能に支持された左前操舵輪と、
　前記車体の左右方向において、前記車体の右側に配置され、前記車体の傾斜に応じて前
記車体の上下方向に揺動可能に左部が前記車体に支持された右アーム機構と、
　前記車体の前後方向において、前記後輪の前側に設けられ、前記右アーム機構の右部に
転舵可能に支持された右前操舵輪と、
　前記左アーム機構と前記右アーム機構とを連結し、前記左アーム機構及び前記右アーム
機構の前記車体の上下方向の揺動を緩衝する緩衝作用を有する左右アーム連結機構を有し
、前記傾斜車両の左旋回時に前記車体、前記左前操舵輪及び前記右前操舵輪を前記傾斜車
両の左方に傾斜させ、前記傾斜車両の右旋回時に前記車体、前記左前操舵輪及び前記右前
操舵輪を前記傾斜車両の右方に傾斜させるリーニング機構と、
　前記車体の左右方向の中央部に設けられ、前記左右アーム連結機構、前記左アーム機構
及び前記右アーム機構のいずれか１つと前記車体との間に設けられ、前記左アーム機構及
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び前記右アーム機構を前記車体の上下方向に揺動させる揺動力を付与するリーニング駆動
機構と、
　前記車体に回転可能に支持されるステアリングシャフトと、前記ステアリングシャフト
の下部に設けられ、前記ステアリングシャフトとともに回転する回転部材と、前記回転部
材に取り付けられ、前記車体の左右方向に変位可能なタイロッドとを有し、前記ステアリ
ングシャフトの回転によって前記左前操舵輪及び前記右前操舵輪を転舵させる操舵機構と
、を備え、
　前記ステアリングシャフトは、
　前記車体の左右方向の中央部に設けられ、
　前記車体の前後方向において、下端が上端の前側に配置され、前記車体の前後方向にお
いて、前記上端が前記左アーム機構の右部の後端及び前記右アーム機構の左部の後端の後
側に配置され、前記車体の前後方向において、前記下端が前記左アーム機構の右部の前端
及び前記右アーム機構の左部の前端の後側に配置され、前記車体の前後方向において、前
記下端が前記左アーム機構の右部の後端及び前記右アーム機構の左部の後端の前側に配置
され、
　前記リーニング駆動機構は、
　前記車体の左右方向の中央部に設けられ、
　前記車体の前後方向において、後端が前記ステアリングシャフトの下端の後側に配置さ
れ、前端が前記ステアリングシャフトの上端の前側に配置され、
　前記車体の上下方向において、前記ステアリングシャフトの下側に少なくとも一部が配
置される、傾斜車両。
【請求項２】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、動力源を含み、
　前記車体の前後方向において、前記動力源の後端は前記左アーム機構の右部の後端及び
前記右アーム機構の左部の後端の後側に配置される、傾斜車両。
【請求項３】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、減速機構を含み、
　前記車体の前後方向において、前記減速機構の後端は前記左アーム機構の右部の後端及
び前記右アーム機構の左部の後端の後側に配置される、傾斜車両。
【請求項４】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、動力源を含み、
　前記車体の前後方向において、前記動力源の後端は前記ステアリングシャフトの上端の
後側に配置される、傾斜車両。
【請求項５】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、減速機構を含み、
　前記車体の前後方向において、前記減速機構の後端は前記ステアリングシャフトの上端
の後側に配置される、傾斜車両。
【請求項６】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、動力源を含み、
　前記ステアリングシャフトは、第１ステアリングシャフトと、前記車体の前後方向にお
いて、前記第１ステアリングシャフトの前側に配置された第２ステアリングシャフトとを
含み、
　前記車体の前後方向において、前記動力源の後端は前記第２ステアリングシャフトの上
端の後側に配置される、傾斜車両。
【請求項７】
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　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、減速機構を含み、
　前記ステアリングシャフトは、第１ステアリングシャフトと、前記車体の前後方向にお
いて、前記第１ステアリングシャフトの前側に配置された第２ステアリングシャフトとを
含み、
　前記車体の前後方向において、前記減速機構の後端は前記第２ステアリングシャフトの
上端の後側に配置される、傾斜車両。
【請求項８】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、前記左アーム機構、前記右アーム機構、及び、前記左右ア
ーム連結機構の少なくともいずれか１つに連結されて揺動力を伝える駆動連結部を含み、
　前記車体の前後方向において、前記駆動連結部の前端は前記左アーム機構の右部の後端
及び前記右アーム機構の左部の後端の前側に配置される、傾斜車両。
【請求項９】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、前記左アーム機構、前記右アーム機構、及び、前記左右ア
ーム連結機構の少なくともいずれか１つに連結されて揺動力を伝える駆動連結部を含み、
　前記車体の前後方向において、前記駆動連結部の前端は前記ステアリングシャフトの下
端の前側に配置される、傾斜車両。
【請求項１０】
　請求項１に記載の傾斜車両であって、
　前記リーニング駆動機構は、前記左アーム機構、前記右アーム機構、及び、前記左右ア
ーム連結機構の少なくともいずれか１つに連結されて揺動力を伝える駆動連結部を含み、
　前記車体の前後方向において、前記駆動連結部の前端は前記左アーム機構の右部の前端
及び前記右アーム機構の左部の前端の後側に配置される、傾斜車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の左右方向に傾斜可能な車体と２つの前操舵輪とを備えた傾斜車両(Lea
ning Vehicle）に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両の左右方向に傾斜可能な車体を備えた車両、すなわち、傾斜車両は、転舵可能な左
前操舵輪及び右前操舵輪を備えている。傾斜車両は、左前操舵輪を転舵可能かつ傾斜可能
に支持し、車体に支持された左アーム機構と、右前操舵輪を転舵可能かつ傾斜可能に支持
し、車体に支持された右アーム機構を備えている。左アーム機構及び右アーム機構は、車
両の前後方向に延びる軸線周りに揺動可能に車体に支持されている。傾斜車両は、車体に
回転可能に支持されるステアリングシャフトを備えている。ステアリングシャフトの回転
によって、左前操舵輪及び右前操舵輪は転舵する。傾斜車両は、車両の前後方向に延びる
軸線周りに揺動可能に車体に支持されたショックタワーを備えている。ショックタワーは
、左右アーム連結機構を介して、左アーム機構及び右アーム機構を連結している。車両の
左旋回時に、車体、左前操舵輪及び右前操舵輪は左方に傾斜し、車両の右旋回時に、車体
、左前操舵輪及び右前操舵輪は右方に傾斜する。車体、左前操舵輪及び右前操舵輪が車両
の左右方向に傾斜したとき、ショックタワーは、車両の左右方向に基本的に傾斜しない。
傾斜車両は、ショックタワーと車体の間に、ショックタワーに対して車体を傾斜させるリ
ーニング駆動機構を備えている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第８１２３２４０号明細書
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　左前操舵輪及び右前操舵輪を備える傾斜車両では、左前操舵輪及び右前操舵輪の近傍に
、左前操舵輪及び右前操舵輪を転舵させる操舵機構、及び、車体、左前操舵輪及び右前操
舵輪を傾斜させるリーニング機構が設けられる。そのため、車体を傾斜させる力を付与す
るリーニング駆動機構をレイアウトする際には、操舵機構及びリーニング機構とリーニン
グ駆動機構との干渉を避ける必要があり、左前操舵輪及び右前操舵輪の近傍が大型化しや
すい。
【０００５】
　本発明の目的は、車体を傾斜させる力を付与するリーニング駆動機構と、操舵機構及び
リーニング機構との干渉を避けて、左前操舵輪及び右前操舵輪の近傍の大型化を抑制した
傾斜車両を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本願発明者らは、左前操舵輪及び右前操舵輪の近傍の大型化を抑制するために、車両を
傾斜させる力を付与するリーニング駆動機構のレイアウトを検討した。先ず、操舵機構及
びリーニング機構の動きについて詳細に検討した。
【０００７】
　車両の左右方向において、操舵機構のタイロッド及びリーニング機構のリンク部材は、
車体、左前操舵輪及び右前操舵輪が大きく傾斜しても、大きく傾斜しない。その一方、ス
テアリングシャフト及びリーニング駆動機構は、車体とともに大きく傾斜する。加えて、
大きく傾斜するリーニング駆動機構は、大きく傾斜しないリーニング機構のリンク部材に
連結する必要がある。一方、大きく傾斜するステアリングシャフトは、大きく傾斜しない
操舵機構のタイロッドに連結する必要がある。ここで、大きく傾斜しないリーニング機構
のリンク部材と大きく傾斜しない操舵機構のタイロッドとは、一つの大きく傾斜しない構
造体として考えられる。この大きく傾斜しない構造体に対して、大きく傾斜するステアリ
ングシャフトと大きく傾斜するリーニング駆動機構の両方を、連結する必要がある。従来
提案されている傾斜車両では、先ず、傾斜車両の前後方向において、大きく傾斜しない構
造体の後側に大きく傾斜するステアリングシャフトが連結される。次に、大きく傾斜する
リーニング駆動機構は、大きく傾斜しない構造体の前側に連結される。このように、傾斜
車両の前後方向において、大きく傾斜しない構造体、大きく傾斜するステアリングシャフ
ト、及び大きく傾斜するリーニング駆動機構を並べて設けているため、左前操舵輪及び右
前操舵輪の近傍が大型化しやすい。その結果、傾斜車両の全体が大型化してしまう。
【０００８】
　そこで、本願発明者らは、大型化を抑制するために、先ず、リーニング駆動機構を理想
の位置に配置するという、今までとは逆の技術思想を試みた。その結果、傾斜車両の上下
方向において、大きく傾斜するステアリングシャフトを大きく傾斜するリーニング駆動機
構の上側に設けられることを見出した。これにより、傾斜車両の前後方向において、大き
く傾斜するステアリングシャフトが大きく傾斜するリーニング駆動機構の少なくとも一部
と重ねて設けられるため、傾斜車両の全体の大型化が抑制できることに気がついた。
【０００９】
　本実施形態に係る傾斜車両は、車体と、後輪と、左アーム機構と、左前操舵輪と、右ア
ーム機構と、右前操舵輪と、リーニング機構と、リーニング駆動機構と、操舵機構と、を
備える。車体は、傾斜車両の左右方向に傾斜可能である。後輪は、車体に支持される。左
アーム機構は、車体の左右方向において、車体の左側に配置される。左アーム機構の右部
は、車体の傾斜に応じて車体の上下方向に揺動可能に車体に支持される。左前操舵輪は、
車体の前後方向において、後輪の前側に設けられる。左前操舵輪は、左アーム機構の左部
に転舵可能に支持される。右アーム機構は、車体の左右方向において、車体の右側に配置
される。右アーム機構の左部は、車体の傾斜に応じて車体の上下方向に揺動可能に車体に
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支持される。右前操舵輪は、車体の前後方向において、後輪の前側に設けられる。右前操
舵輪は、右アーム機構の右部に転舵可能に支持される。リーニング機構は、左右アーム連
結機構を有する。左右アーム連結機構は、左アーム機構と右アーム機構とを連結する。左
右アーム連結機構は、左アーム機構及び右アーム機構の車体の上下方向の揺動を緩衝する
緩衝作用を有する。リーニング機構は、車両の左旋回時に車体、左前操舵輪及び右前操舵
輪を車両の左方に傾斜させる。リーニング機構は、車両の右旋回時に車体、左前操舵輪及
び右前操舵輪を車両の右方に傾斜させる。リーニング駆動機構は、車体の左右方向の中央
部に設けられる。リーニング駆動機構は、左右アーム連結機構、左アーム機構及び右アー
ム機構のいずれか1つと車体との間に設けられる。リーニング駆動機構は、左アーム機構
及び右アーム機構を車体の上下方向に揺動させる揺動力を付与する。操舵機構は、ステア
リングシャフトと、回転部材と、タイロッドとを有する。ステアリングシャフトは、車体
に回転可能に支持される。回転部材は、ステアリングシャフトの下部に設けられ、ステア
リングシャフトとともに回転する。タイロッドは、回転部材に取り付けられ、車体の左右
方向に変位可能である。操舵機構は、ステアリングシャフトの回転によって左前操舵輪及
び右前操舵輪を転舵させる。ステアリングシャフトは、車体の左右方向の中央部に設けら
れる。車体の前後方向において、ステアリングシャフトの下端は、上端の前側に配置され
る。車体の前後方向において、ステアリングシャフトの上端は、左アーム機構の右部の後
端及び右アーム機構の左部の後端の後側に配置される。車体の前後方向において、ステア
リングシャフトの下端は、左アーム機構の右部の前端及び右アーム機構の左部の前端の後
側に配置される。車体の前後方向において、ステアリングシャフトの下端は、左アーム機
構の右部の後端及び右アーム機構の左部の後端の前側に配置される。リーニング駆動機構
は、車体の左右方向の中央部に設けられる。車体の前後方向において、リーニング駆動機
構の後端は、ステアリングシャフトの下端の後側に配置される。リーニング駆動機構の前
端は、ステアリングシャフトの上端の前側に配置される。車体の上下方向において、ステ
アリングシャフトの下側に少なくともリーニング駆動機構の一部が配置される。
【００１０】
　本実施形態に係る傾斜車両では、車体の上下方向において、ステアリングシャフトの下
側に少なくともリーニング駆動機構の一部が配置される。したがって、車体の上下方向か
ら見て、リーニング駆動機構の少なくとも一部は、ステアリングシャフトに重ねて設けら
れる。そのため、傾斜車両の前後方向において、大きく傾斜しないタイロッド等、大きく
傾斜するステアリングシャフト、及び大きく傾斜するリーニング駆動機構を並べて設ける
必要がない。したがって、傾斜車両全体の大型化が抑制される。
【００１１】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、動力源を含む。車体の前後方向において、動力源
の後端は左アーム機構の右部の後端及び右アーム機構の左部の後端の後側に配置される。
【００１２】
　このような構成によれば、上述したように、傾斜車両全体の大型化が抑制される。加え
て、動力源が車体の前後方向の中心に近い。そのため、車両の重心位置が、車両の前後方
向の中心に近づく。したがって、車両の前後方向の重量バランスを調整しやすい。
【００１３】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、減速機構を含む。車体の前後方向において、減速
機構の後端は左アーム機構の右部の後端及び右アーム機構の左部の後端の後側に配置され
る。
【００１４】
　このような構成によれば、上述したように、傾斜車両全体の大型化が抑制される。加え
て、減速機構が車体の前後方向の中心に近い。そのため、車両の重心が、車両の前後方向
の中心に近づく。したがって、車両の前後方向の重量バランスを調整しやすい。
【００１５】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、動力源を含む。車体の前後方向において、動力源
の後端はステアリングシャフトの上端の後側に配置される。このような構成によれば、上
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述したように、傾斜車両全体の大型化が抑制される。加えて、車両の前後方向の重量バラ
ンスを調整しやすい。
【００１６】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、減速機構を含む。車体の前後方向において、減速
機構の後端はステアリングシャフトの上端の後側に配置される。このような構成によれば
、上述したように、傾斜車両全体の大型化が抑制される。加えて、車両の前後方向の重量
バランスを調整しやすい。
【００１７】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、動力源を含む。ステアリングシャフトは、第１ス
テアリングシャフトと、第２ステアリングシャフトとを含む。第２ステアリングシャフト
は、車体の前後方向において、第１ステアリングシャフトの前側に配置される。車体の前
後方向において、動力源の後端は第２ステアリングシャフトの上端の後側に配置される。
【００１８】
　このような構成によれば、上述したように、傾斜車両全体の大型化が抑制される。加え
て、車両の前後方向の重量バランスを調整しやすい。さらに、ステアリングシャフトが２
軸で構成されるため、ステアリングシャフトの下側にスペースが生じる。そのため、動力
源を配置するスペースの制約が少ない。
【００１９】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、減速機構を含む。ステアリングシャフトは、第１
ステアリングシャフトと、第２ステアリングシャフトとを含む。第２ステアリングシャフ
トは、車体の前後方向において、第１ステアリングシャフトの前側に配置される。車体の
前後方向において、減速機構の後端は第２ステアリングシャフトの上端の後側に配置され
る。
【００２０】
　このような構成によれば、上述したように、傾斜車両全体の大型化が抑制される。加え
て、車両の前後方向の重量バランスを調整しやすい。さらに、ステアリングシャフトが２
軸で構成されるため、ステアリングシャフトの下側にスペースが生じる。そのため、減速
機構を配置するスペースの制約が少ない。
【００２１】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、駆動連結部を含む。駆動連結部は、左アーム機構
、右アーム機構、及び、左右アーム連結機構の少なくともいずれか１つに連結されて揺動
力を伝える。車体の前後方向において、駆動連結部の前端は左アーム機構の右部の後端及
び右アーム機構の左部の後端の前側に配置される。
【００２２】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、駆動連結部を含む。駆動連結部は、左アーム機構
、右アーム機構、及び、左右アーム連結機構の少なくともいずれか１つに連結されて揺動
力を伝える。車体の前後方向において、駆動連結部の前端はステアリングシャフトの下端
の前側に配置される。
【００２３】
　好ましくは、リーニング駆動機構は、駆動連結部を含む。駆動連結部は、左アーム機構
、右アーム機構、及び、左右アーム連結機構の少なくともいずれか１つに連結されて揺動
力を伝える。車体の前後方向において、駆動連結部の前端は左アーム機構の右部の前端及
び右アーム機構の左部の前端の後側に配置される。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、車体を傾斜させる力を付与するリーニング駆動機構と、操舵機構及び
リーニング機構との干渉を避けて、左前操舵輪及び右前操舵輪の近傍の大型化を抑制した
傾斜車両を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
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【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る傾斜車両の左側面図である。
【図２】図２は、車体が直立状態のときの傾斜車両の一部の正面図である。
【図３】図３は、車体が傾斜状態のときの傾斜車両の一部の正面図である。
【図４】図４は、傾斜車両の一部をヘッドパイプの軸方向に沿って見た図である。
【図５】図５は、リーニング機構の一部の正面図である。
【図６】図６は、リーニング機構の一部の斜視図である。
【図７】図７は、操舵機構の正面図である。
【図８】図８は、操舵機構の側面図である。
【図９】図９は、操舵機構の平面図である。
【図１０】図１０は、リーニング駆動機構及びリーニング機構の一部の側面図である。
【図１１】図１１は、リーニング駆動機構及びリーニング機構の一部の平面図である。
【図１２】図１２は、リーニング駆動機構の断面図である。
【図１３】図１３は、車両正面視における減速ギアの軸線の位置を表す図である。
【図１４】図１４は、傾斜車両の一部の側面図である。
【図１５】図１５は、リーニング駆動機構のレイアウトを模式的に示す側面図である。
【図１６】図１６は、リーニング駆動機構が設けられる位置の他の実施形態を模式的に示
す側面図である。
【図１７】図１７は、リーニング駆動機構が設けられる位置の他の実施形態を模式的に示
す側面図である。
【図１８】図１８は、リーニング駆動機構が設けられる位置の他の実施形態を模式的に示
す側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、図面を参照しながら、本発明の実施の一形態について説明する。図１及び図２を
参照して、本実施形態に係る傾斜車両は、２つの操舵輪１１Ｌ，１１Ｒと１つの後輪１２
とを備える鞍乗型の三輪車両（以下、単に車両という）１である。なお、本明細書におい
て「傾斜車両」とは、図３を参照して、車体５が地面に対して傾斜可能であって、車体５
の傾斜に伴って左前操舵輪１１Ｌ及び右前操舵輪１１Ｒの車体５の上下方向の相対位置が
変化する車両をいう。特に断らない限り、「前」、「後」、「左」、「右」、「上」、「
下」とは、車両１が水平面上に無転舵状態で静止しているときにシート３に着座した乗員
から見た前、後、左、右、上、下をそれぞれ意味することとする。図面中の符号Ｆ、Ｒｅ
、Ｌ、Ｒ、Ｕ、Ｄは、それぞれ前、後、左、右、上、下を表す。「車体の前後方向」、「
車体の上下方向」、「車体の左右方向」とは、車体を基準とした前後方向、上下方向、左
右方向を意味する。無転舵かつ車体５が直立した状態では、車体５の前後方向、上下方向
、左右方向は、それぞれ車両１の前後方向、上下方向、左右方向と一致する。しかし、転
舵状態又は車体５が傾斜した状態では、車体５の前後方向、上下方向、左右方向は、それ
ぞれ車両１の前後方向、上下方向、左右方向と異なる場合がある。「前後方向に延びる軸
線」には、前後方向と平行な軸線に限らず、前後方向に対して－４５°～＋４５°の範囲
で傾斜している軸線も含まれる。同様に、「上下方向に延びる軸線」、「左右方向に延び
る軸線」には、それぞれ上下方向に対して－４５°～＋４５°の範囲で傾斜している軸線
、左右方向に対して－４５°～＋４５°の範囲で傾斜している軸線が含まれる。
【００２７】
　本発明の車体とは、車両において応力を主に受ける部材であればよい。車体は、複数の
部品を組み合わせたフレ－ム、一体成型したフレ－ムであってもよい。また、車体の材質
は、アルミ、鉄などの金属、ＣＦＲＰなどの樹脂、又は、それらの組み合わせであっても
よい。さらに、車体は、車両の外観部品で構成したモノコック構造、又は、その一部が車
両の外観部品を兼ねるセミモノコック構造であってもよい。
【００２８】
　本発明のアーム機構又はアーム部材の左部とは、車体の左右方向において、アーム機構
又はアーム部材の長さを二分したときに、その中央の左側の部位である。
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【００２９】
　本発明のアーム機構又はアーム部材の右部とは、車体の左右方向において、アーム機構
又はアーム部材の長さを二分したときに、その中央の右側の部位である。
【００３０】
　本発明の車体の左右方向の中央部とは、車体の左右方向において、車体の長さを、左端
部、左中央部、右中央部及び右端部に四等分したときの左中央部及び右中央部である。車
体の左右方向の中央部とは、車体の左右方向の中心を含む部位である。
【００３１】
　図１及び図２を参照して、車両１は、車体５と、左前操舵輪１１Ｌと、右前操舵輪１１
Ｒと、後輪１２と、操舵機構６０と、リーニング機構６１と、シート３と、パワーユニッ
ト６２とを備えている。
【００３２】
　図１を参照して、車体５は、ヘッドパイプ１０と、車両側面視においてヘッドパイプ１
０から後方に延びるメインフレーム９とを有している。ヘッドパイプ１０は、車両側面視
において後斜め上向きに延びている。図２を参照して、ヘッドパイプ１０は、車両正面視
において車体５の上下方向に延びている。車体５は、車両１の左右方向に傾斜可能である
。
【００３３】
　左アーム機構３０Ｌは、左下アーム３２Ｌと、左下アーム３２Ｌの上方に配置された左
上アーム３１Ｌとを有している。左アーム機構３０Ｌは、車体５の左右方向において、車
体５の左側に配置される。より具体的には、左下アーム３２Ｌ及び左上アーム３１Ｌは、
車両中央線ＣＬの左方に配置されている。なお、「車両中央線ＣＬ」とは、ヘッドパイプ
１０の中心軸線と交差し、車体５の前後方向に延びる線のことである。
【００３４】
　図４を参照して、左下アーム３２Ｌは、前半部３２Ｌａと、後半部３２Ｌｂと、クロス
バー３２Ｌｃとを有している。後半部３２Ｌｂは、前半部３２Ｌａの後方に位置する。ク
ロスバー３２Ｌｃは、前半部３２Ｌａと後半部３２Ｌｂとをつなぐ。前半部３２Ｌａと後
半部３２Ｌｂとは、左方に行くほど互いの距離が近づくように形成されている。前半部３
２Ｌａの左部は、後半部３２Ｌｂの左部とつながっている。クロスバー３２Ｌｃは車体５
の前後方向に延びている。左上アーム３１Ｌは、前半部３１Ｌａと、後半部３１Ｌｂとを
有している。後半部３１Ｌｂは、前半部３１Ｌａの後方に位置する。前半部３１Ｌａと後
半部３１Ｌｂとは、左方に行くほど互いの距離が近づくように形成されている。前半部３
１Ｌａの左部は、後半部３１Ｌｂの左部とつながっている。
【００３５】
　図２を参照して、左アーム機構３０Ｌは、右部と左部とを含む。すなわち、左下アーム
３２Ｌ及び左上アーム３１Ｌそれぞれは、右部と左部とを含む。左アーム機構３０Ｌの右
部は、車体の傾斜に応じて車体の上下方向に揺動可能に車体５に支持される。より具体的
には、左下アーム３２Ｌ及び左上アーム３１Ｌの右部は、車体５に対して、車体５の前後
方向に延びる第１左軸線Ｈ１Ｌ周りに上下に揺動可能に支持されている。左下アーム３２
Ｌ及び左上アーム３１Ｌの左部は、左ナックルアーム１３Ｌに対して、車体５の前後方向
に延びる第２左軸線Ｈ２周りに上下に揺動可能に支持されている。
【００３６】
　右アーム機構３０Ｒは、車両中央線ＣＬを境として、左アーム機構３０Ｌと左右対称の
形状を有している。右アーム機構３０Ｒは、右下アーム３２Ｒと、右下アーム３２Ｒの上
方に配置された右上アーム３１Ｒとを有している。右アーム機構３０Ｒは、車体の左右方
向において、車体の右側に配置される。より具体的には、右下アーム３２Ｒ及び右上アー
ム３１Ｒは、車両中央線ＣＬの右方に配置されている。
【００３７】
　図４を参照して、右下アーム３２Ｒは、前半部３２Ｒａと、後半部３２Ｒｂと、クロス
バー３２Ｒｃとを有している。後半部３２Ｒｂは、前半部３２Ｒａの後方に位置する。ク
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ロスバー３２Ｒｃは、前半部３２Ｒａと後半部３２Ｒｂとをつなぐ。前半部３２Ｒａと後
半部３２Ｒｂとは、右方に行くほど互いの距離が近づくように形成されている。前半部３
２Ｒａの右部は、後半部３２Ｒｂの右部とつながっている。クロスバー３２Ｒｃは車体５
の前後方向に延びている。右上アーム３１Ｒは、前半部３１Ｒａと、後半部３１Ｒｂとを
有している。後半部３１Ｒｂは、前半部３１Ｒａの後方に位置する。前半部３１Ｒａと後
半部３１Ｒｂとは、右方に行くほど互いの距離が近づくように形成されている。前半部３
１Ｒａの右部は、後半部３１Ｒｂの右部とつながっている。
【００３８】
　図２を参照して、右アーム機構３０Ｒは、左部と右部とを含む。すなわち、右下アーム
３２Ｒ及び右上アーム３１Ｒそれぞれは、右部と左部とを含む。右アーム機構３０Ｒの左
部は、車体の傾斜に応じて車体の上下方向に揺動可能に車体に支持される。より具体的に
は、右下アーム３２Ｒ及び右上アーム３１Ｒの左部は、車体５に対して、車体５の前後方
向に延びる第１右軸線Ｈ１Ｒ周りに上下に揺動可能に支持されている。右下アーム３２Ｒ
及び右上アーム３１Ｒの右部は、右ナックルアーム１３Ｒに対して、車体５の前後方向に
延びる第２右軸線Ｈ２周りに上下に揺動可能に支持されている。
【００３９】
　図１及び図２を参照して、左前操舵輪１１Ｌは車両中央線ＣＬの左方に配置される。左
前操舵輪１１Ｌは、車体５の前後方向において、後輪１２の前側に設けられる。左前操舵
輪１１Ｌは、左アーム機構３０Ｌの左部に転舵可能に支持される。より具体的には、左ナ
ックルアーム１３Ｌが左アーム機構３０Ｌの左部に転舵可能に支持される。左前操舵輪１
１Ｌは、左ナックルアーム１３Ｌに回転可能に支持されている。
【００４０】
　右前操舵輪１１Ｒは車両中央線ＣＬの右方に配置される。右前操舵輪１１Ｒは、車体５
の前後方向において、後輪１２の前側に設けられる。右前操舵輪１１Ｒは、右アーム機構
３０Ｒの右部に転舵可能に支持される。より具体的には、右ナックルアーム１３Ｒが右ア
ーム機構３０Ｒの右部に転舵可能に支持される。右前操舵輪１１Ｒは、右ナックルアーム
１３Ｒに回転可能に支持されている。
【００４１】
　リーニング機構６１は、左右アーム連結機構７０を有する。左右アーム連結機構７０は
、左アーム機構３０Ｌと右アーム機構３０Ｒとを連結する。左右アーム連結機構７０は、
左アーム機構３０Ｌ及び右アーム機構３０Ｒの車体５の上下方向の揺動を緩衝する緩衝作
用を有する。リーニング機構６１は、車両１の左旋回時に車体５、左前操舵輪１１Ｌ及び
右前操舵輪１１Ｒを車両１の左方に傾斜させる。リーニング機構６１は、車両１の右旋回
時に車体５、左前操舵輪１１Ｌ及び右前操舵輪１１Ｒを車両１の右方に傾斜させる。
【００４２】
　具体的には、左右アーム連結機構７０は、ショックタワー３４と、左クッションユニッ
ト３５Ｌと、右クッションユニット３５Ｒとを備える。ショックタワー３４は、車体５に
対して車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ３周りに揺動可能に支持される。ショックタワー
３４は、車体５の上下方向において、左前操舵輪１１Ｌの上方への動きを右前操舵輪１１
Ｒの下方への動きとして伝達する。ショックタワー３４は、車体５の上下方向において、
右前操舵輪１１Ｒの上方への動きを左前操舵輪１１Ｌの下方への動きとして伝達する。要
するに、左アーム機構３０Ｌ、右アーム機構３０Ｒ及びリーニング機構６１は、ダブルウ
ィッシュボーン型の懸架装置である。
【００４３】
　本実施形態に係るショックタワー３４は、上下方向に延びる板状に形成されている。た
だし、ショックタワー３４の形状は特に限定されない。ショックタワー３４の下端部３４
ａは、車体５に対して車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ３周りに揺動自在に支持されてい
る。
【００４４】
　図５を参照して、ショックタワー３４の上端部３４ｂには、第１左アーム５１Ｌ及び第



(10) JP 6648155 B2 2020.2.14

10

20

30

40

50

１右アーム５１Ｒが、車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ６周りに揺動可能に支持されてい
る。図６を参照して、ここでは、第１左アーム５１Ｌは第１右アーム５１Ｒよりも前方に
配置されている。しかし、第１左アーム５１Ｌは第１右アーム５１Ｒよりも後方に配置さ
れていてもよい。
【００４５】
　第１左アーム５１Ｌには第２左アーム５２Ｌが連結され、第１右アーム５１Ｒには第２
右アーム５２Ｒが連結されている。第２左アーム５２Ｌ及び第２右アーム５２Ｒは、ロッ
ド状に形成されている。図５を参照して、第２左アーム５２Ｌの上端部は、第１左アーム
５１Ｌに対して、車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ７周りに揺動可能に支持されている。
第２左アーム５２Ｌの下端部は、左アーム機構３０Ｌの左下アーム３２Ｌに対して、車体
５の前後方向に延びる軸線Ｈ５周りに揺動可能に支持されている。第２左アーム５２Ｌの
下端部は、左下アーム３２Ｌのクロスバー３２Ｌｃに支持されている。なお、第２左アー
ム５２Ｌの下端部は、左アーム機構３０Ｌの左上アーム３１Ｌに支持されていてもよい。
第２右アーム５２Ｒの上端部は、第１右アーム５１Ｒ対して、車体５の前後方向に延びる
軸線Ｈ７周りに揺動自在に支持されている。第２右アーム５２Ｒの下端部は、右アーム機
構３０Ｒの右下アーム３２Ｒに対して、車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ５周りに揺動自
在に支持されている。第２右アーム５２Ｒの下端部は、右下アーム３２Ｒのクロスバー３
２Ｒｃに支持されている。なお、第２右アーム５２Ｒの下端部は、右アーム機構３０Ｒの
右上アーム３１Ｒに支持されていてもよい。
【００４６】
　左クッションユニット３５Ｌ及び右クッションユニット３５Ｒは、スプリングとダンパ
ーとが一体となったものである。左クッションユニット３５Ｌ及び右クッションユニット
３５Ｒの構造は周知であるので、その詳細な説明は省略する。なお、図面ではスプリング
の図示は省略している。
【００４７】
　図５を参照して、左クッションユニット３５Ｌは、第１端部３８Ｌ及び第２端部３７Ｌ
を有している。第１端部３８Ｌは、左アーム機構３０Ｌの左下アーム３２Ｌに対して、車
体５の前後方向に延びる軸線Ｈ５周りに揺動可能に支持されている。第１端部３８Ｌは、
左下アーム３２Ｌのクロスバー３２Ｌｃに支持されている。しかし、第１端部３８Ｌは、
左アーム機構３０Ｌの左上アーム３１Ｌに支持されていてもよい。第２端部３７Ｌは、第
１左アーム５１Ｌに対して、車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ４周りに揺動可能に支持さ
れている。なお、車両１が水平面上に直立かつ無転舵状態で停止している状態（以下、直
立無転舵状態という）のときに、車両正面視において、軸線Ｈ４は軸線Ｈ６よりも左方に
位置し、軸線Ｈ７は軸線Ｈ６よりも右方に位置する。直立無転舵状態のときに車両正面視
において、左クッションユニット３５Ｌ及び第２左アーム５２Ｌのいずれか一方は、ショ
ックタワー３４と重なっている。本実施形態では、第２左アーム５２Ｌがショックタワー
３４と重なっている。ただし、左クッションユニット３５Ｌがショックタワー３４と重な
っていてもよい。
【００４８】
　右クッションユニット３５Ｒは、第１端部３８Ｒ及び第２端部３７Ｒを有している。第
１端部３８Ｒは、右アーム機構３０Ｒの右下アーム３２Ｒに対して、車体５の前後方向に
延びる軸線Ｈ５周りに揺動可能に支持されている。第１端部３８Ｒは、右下アーム３２Ｒ
のクロスバー３２Ｒｃに支持されている。しかし、第１端部３８Ｒは、右アーム機構３０
Ｒの右上アーム３１Ｒに支持されていてもよい。第２端部３７Ｒは、第１右アーム５１Ｒ
に対して、車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ４周りに揺動自在に支持されている。直立無
転舵状態のときに車両正面視において、右クッションユニット３５Ｒ及び第２右アーム５
２Ｒのいずれか一方は、ショックタワー３４と重なっている。本実施形態では、第２右ア
ーム５２Ｒがショックタワー３４と重なっている。ただし、右クッションユニット３５Ｒ
がショックタワー３４と重なっていてもよい。
【００４９】
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　次に、操舵機構６０について説明する。図７、図８、及び図９を参照して、操舵機構６
０は、ステアリングシャフト２０と、回転部材６５と、ハンドルバー２５と、タイロッド
２６とを備える。ハンドルバー２５は、ステアリングシャフト２０に固定される。
【００５０】
　ステアリングシャフト２０は、車体５の左右方向の中央部に設けられる。ステアリング
シャフト２０は、第１ステアリングシャフト２１と、第２ステアリングシャフト２２と、
連結アーム２３とを有する。第１ステアリングシャフト２１は、ヘッドパイプ１０に回転
可能に支持される。第２ステアリングシャフト２２は、車体５の前後方向において、第１
ステアリングシャフト２１の前側に配置される。連結アーム２３は、第１ステアリングシ
ャフト２１と第２ステアリングシャフト２２とを連結する。
【００５１】
　図７を参照して、第１ステアリングシャフト２１は、メインシャフト２１ａと、サイド
パイプ２１ｋと、上クロス部材２１ｃと、下クロス部材２１ｄとを有する。メインシャフ
ト２１ａは、ヘッドパイプ１０に挿入される。サイドパイプ２１ｋは、メインシャフト２
１ａの左方及び右方に配置される。上クロス部材２１ｃは、メインシャフト２１ａ及びサ
イドパイプ２１ｋの上端部同士を接続する。下クロス部材２１ｄは、メインシャフト２１
ａ及びサイドパイプ２１ｋの下端部同士を接続する。ただし、サイドパイプ２１ｋ、上ク
ロス部材２１ｃ、及び下クロス部材２１ｄは必ずしも必要ではなく、省略してもよい。
【００５２】
　第２ステアリングシャフト２２は、メインシャフト２２ａと、メインシャフト２２ａの
上端部に接続されたブラケット２２ｄとを有する。連結アーム２３は、下クロス部材２１
ｄとブラケット２２ｄとを接続する車体５の前後方向に延びる左右一対のプレートによっ
て構成されている。
【００５３】
　回転部材６５は、第２ステアリングシャフト２２の下部に設けられる。回転部材６５は
、ステアリングシャフト２０とともに回転する。回転部材６５はたとえば、ピットマンア
ームである。
【００５４】
　タイロッド２６は、回転部材６５に取り付けられる。タイロッド２６は、車体５の左右
方向に変位可能である。タイロッド２６は、左タイロッド２６Ｌと、右タイロッド２６Ｒ
とを有する。左タイロッド２６Ｌは、第２ステアリングシャフト２２と左前操舵輪１１Ｌ
とを連結する。右タイロッド２６Ｒは、第２ステアリングシャフト２２と右前操舵輪１１
Ｒとを連結する。左タイロッド２６Ｌの右端部及び右タイロッド２６Ｒの左端部は、回転
部材６５に対し、車体５の上下方向に延びる軸線Ｖ１周りに揺動可能に支持される。また
、左タイロッド２６Ｌの右端部及び右タイロッド２６Ｒの左端部は、回転部材６５に対し
、車体５の前後方向に延びる軸線Ｈ８周りに揺動可能に支持される。
【００５５】
　図２を参照して、左タイロッド２６Ｌの左端部は、左ナックルアーム１３Ｌに対して、
車体５の上下方向に延びる軸線Ｖ２周りに揺動可能、かつ、車体５の前後方向に延びる軸
線Ｈ９周りに揺動可能に支持される。右タイロッド２６Ｒの右端部は、右ナックルアーム
１３Ｒに対して、車体５の上下方向に延びる軸線Ｖ２周りに揺動可能、かつ、車体５の前
後方向に延びる軸線Ｈ９周りに揺動可能に支持される。
【００５６】
　図７を参照して、操舵機構６０は更に、ステアリングシャフト２０に回転力を与えるア
クチュエータ２７を備える。アクチュエータ２７は、ステアリングシャフト２０に取り付
けられる。アクチュエータ２７は、乗員による操舵を補助する役割を果たす。ステアリン
グシャフト２０には、図示しないトルクセンサが設けられている。このトルクセンサは、
乗員がステアリングシャフト２０に加えた操舵力、すなわちトルクを検出するように構成
されている。アクチュエータ２７は、上記トルクセンサにより検出されるトルクに応じた
駆動力を出力するように構成されている。
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【００５７】
　アクチュエータ２７は、第２ステアリングシャフト２２の上端２２ｔと下端２２ｂとの
間の中間位置２２ｍより車体５の上下方向において上側の部分に取り付けられている。ア
クチュエータ２７は、第１ステアリングシャフト２１、連結アーム２３、及び第２ステア
リングシャフト２２のいずれにも取り付けることができる。本実施形態では、アクチュエ
ータ２７が第２ステアリングシャフト２２に取り付けられる場合を示す。
【００５８】
　図１を参照して、車両１は、車体５を傾斜した姿勢に維持するサイドスタンド６７を備
える。サイドスタンド６７は車体５に支持される。サイドスタンド６７は、車両中央線Ｃ
Ｌの左方に配置される。サイドスタンド６７及びモータ２７ｃは、それぞれ車体５の左右
方向の中央に対して左方及び右方に配置される。なお、サイドスタンド６７、モータ２７
ｃを、それぞれ車体５の左右方向の中央に対して右方及び左方に配置することも可能であ
る。
【００５９】
　図１及び図２を参照して、本実施形態に係る車両１は、更に、リーニング駆動機構３３
を備える。リーニング駆動機構３３は、車体５の左右方向の中央部に設けられる。リーニ
ング駆動機構３３は、左アーム機構３０Ｌ及び右アーム機構３０Ｒと車体５との間に設け
られる。リーニング駆動機構３３は、左アーム機構３０Ｌ及び右アーム機構３０Ｒを車体
５の上下方向に揺動させる揺動力を付与する。より具体的には、リーニング駆動機構３３
は、左アーム機構３０Ｌに対し第１左軸線Ｈ１Ｌ周りの回転力を与え、かつ、右アーム機
構３０Ｒに対し第１右軸線Ｈ１Ｒ周りの回転力を与える。リーニング駆動機構３３は、車
体５の傾斜に応じて車体５の上下方向における左前操舵輪１１Ｌ及び右前操舵輪１１Ｒの
相対位置を変化させることができる。
【００６０】
　図１０及び図１１を参照して、リーニング駆動機構３３は、モータ３７と、減速機構３
９と、ブレーキ部材４０とを含む。減速機構３９は、モータ３７の回転速度を減速させて
伝達する。ブレーキ部材４０は、モータ３７の回転を規制する。リーニング駆動機構３３
には、駆動連結部３６が連結されている。モータ３７と減速機構３９とブレーキ部材４０
とは一体化されている。駆動連結部３６は、リーニング駆動機構３３から車体５の前後方
向の前側に延び、ショックタワー３４に連結される。ブレーキ部材４０は、ブレーキ軸４
１と、ブレーキディスク４２とを有している。ブレーキ軸４１は、減速機構３９に連結さ
れる。ブレーキディスク４２は、ブレーキ軸４１に固定される。車体５には、ブレーキキ
ャリパ４５が支持されている。ブレーキキャリパ４５は、ブレーキディスク４２を挟むこ
とによりモータ３７の回転を規制する。
【００６１】
　図１２は、リーニング駆動機構３３の断面図である。モータ３７は、モータケース４４
と、固定子４４１及び回転子４４２と、モータシャフト３７ａとを有する。固定子４４１
及び回転子４４２は、モータケース４４の内部に配置される。モータシャフト３７ａは、
回転子４４２に固定される。減速機構３９は、ギアケース４３と、ギアケース４３の内部
に配置された減速ギア３７０とを備える。複数の減速ギア３７０は、それぞれギアケース
４３の内部に配置される。複数の減速ギア３７０は、第１ギア３７１、中間ギア３７２～
３８０、及び最終ギア３８１を含む。モータシャフト３７ａは、第１モータシャフト部分
３７ｂと、第２モータシャフト部分３７ｃとを有する。第１モータシャフト部分３７ｂは
、モータケース４４の内部に配置される。第２モータシャフト部分３７ｃは、ギアケース
４３の内部に配置される。
【００６２】
　第１ギア３７１はモータ３７に設けられ、第２モータシャフト部分３７ｃに固定されて
いる。最終ギア３８１は駆動連結部３６に設けられる。中間ギア３７２～３８０は、第１
ギア３７１と最終ギア３８１との間に設けられる。第１ギア３７１のトルクは、中間ギア
３７２、３７３、３７４、３７５、３７６、３７７、３７８、３７９、３８０、最終ギア
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３８１の順に伝達される。回転速度は、最終ギアに近づくにつれて低減していく。なお、
本実施形態では、中間ギアの個数は２以上であるが、中間ギアの個数は１つであってもよ
い。
【００６３】
　ブレーキ軸４１は、第１ギア３７１、中間ギア３７２～３８０、及び最終ギア３８１の
いずれにも設けることができる。本実施形態では、ブレーキ軸４１は中間ギア３７８に設
けられている。ブレーキ軸４１と中間ギア３７８とは別体であってもよい。本実施形態で
は、ブレーキ軸４１と中間ギア３７８とが一体化されている場合を示す。ブレーキ軸４１
は、ギアケース４３の内部に配置された第１ブレーキ軸部分４１ｉと、ギアケース４３の
外部に配置された第２ブレーキ軸部分４１ｏとを有する。ブレーキ軸４１は、ギアケース
４３の内部から外部に飛び出している。
【００６４】
　第１ギア３７１、中間ギア３７２～３８０、及び最終ギア３８１の軸線は、車両前後方
向に延びている。モータ軸３７ａ、第１ギア３７１、中間ギア３７５、及び中間ギア３７
６の軸線は一致する。中間ギア３７３及び３７４の軸線は一致する。中間ギア３７７及び
３７８の軸線は一致する。中間ギア３７９及び３８０の軸線は一致する。以下、モータ軸
３７ａ、第１ギア３７１、中間ギア３７５及び３７６の軸線をＧ１、中間ギア３７２の軸
線をＧ２、中間ギア３７３及び３７４の軸線をＧ３、中間ギア３７７及び３７８の軸線を
Ｇ４、中間ギア３７９及び３８０の軸線をＧ５、最終ギア３８１の軸線をＧ６、とする。
【００６５】
　図１３は、車体５の前後方向の前方から見たときの軸線Ｇ１～Ｇ６の位置を示す図であ
る。言い換えると、図１３は、車両正面視における軸線Ｇ１～Ｇ６の位置を表す図である
。図１３を参照して、軸線Ｇ４、Ｇ５、及びＧ６は、車両上下方向に並んでいる。軸線Ｇ
４、Ｇ５、及びＧ６は車両上下方向に延びる第１直線Ｌ１上に位置する。軸線Ｇ１、Ｇ２
、及びＧ３は第１直線Ｌ１上に位置しない。
【００６６】
　［リーニング駆動機構のレイアウト］
　続いて、本実施形態に係る車両１のリーニング駆動機構のレイアウトについて説明する
。
【００６７】
　図１４は、車両の一部の側面図である。図１５は、リーニング駆動機構のレイアウトを
模式的に示す側面図である。図１５では、ステアリングシャフト２０、左アーム機構３０
Ｌ、右アーム機構３０Ｒ、リーニング機構６１及びリーニング駆動機構３３を模式的に示
す。ステアリングシャフト２０は、第１ステアリングシャフト２１と、第２ステアリング
シャフト２２とを含む。
【００６８】
　図１４及び図１５を参照して、車体５の前後方向において、第１ステアリングシャフト
２１の上端２１ｔは、左アーム機構３０Ｌの右部の後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒ
の左部の後端３０Ｒｂの後側に配置される。車体５の前後方向において、第２ステアリン
グシャフト２２の下端２２ｂは、左アーム機構３０Ｌの右部の前端３０Ｌｆ及び右アーム
機構３０Ｒの左部の前端３０Ｒｆの後側に配置される。車体５の前後方向において、第２
ステアリングシャフト２２の下端２２ｂは、左アーム機構３０Ｌの右部の後端３０Ｌｂ及
び右アーム機構３０Ｒの左部の後端３０Ｒｂの前側に配置される。すなわち、第２ステア
リングシャフト２２の下端２２ｂは、左アーム機構３０Ｌの前端３０Ｌｆと後端３０Ｌｂ
との間に配置される。第２ステアリングシャフト２２の下端２２ｂは、右アーム機構３０
Ｒの前端３０Ｒｆと後端３０Ｒｂとの間に配置される。
【００６９】
　車体５の前後方向において、リーニング駆動機構３３の後端３３Ｂは、第２ステアリン
グシャフト２２の下端２２ｂの後側に配置される。車体５の前後方向において、リーニン
グ駆動機構３３の前端３３Ｆは、第１ステアリングシャフト２１の上端２１ｔの前側に配
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置される。車体５の上下方向において、ステアリングシャフト２０の下側に少なくともリ
ーニング駆動機構３３の一部が配置される。
【００７０】
　要するに、車体５の上下方向から見て、リーニング駆動機構３３の少なくとも一部は、
ステアリングシャフト２０に重ねて設けられる。そのため、車両１の前後方向において、
大きく傾斜しないタイロッド２６等、大きく傾斜するステアリングシャフト２０、及び大
きく傾斜するリーニング駆動機構３３を並べて設ける必要がない。したがって、左前操舵
輪１１Ｌ及び右前操舵輪１１Ｒ近傍の大型化が抑制される。その結果、車両１の全体の大
型化が抑制される。
【００７１】
　以下、リーニング駆動機構３３に含まれるモータ３７、減速機構３９及び駆動連結部３
６の好ましいレイアウトについて説明する。
【００７２】
　［モータ］
　図１４を参照して、車体５の前後方向において、モータ３７の後端３７Ｂは左アーム機
構３０Ｌの右部の後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒの左部の後端３０Ｒｂの後側に配
置されるのが好ましい。このような構成によれば、車体５の上下方向において、リーニン
グ駆動機構３３がステアリングシャフト２０の下側に配置される。そのため、上述したよ
うに、車両１の全体の大型化が抑制される。加えて、モータ３７が車両１の前後方向の中
心に近い。そのため、車両１の重心が、車両１の前後方向の中心に近づく。したがって、
車両１の前後方向の重量バランスを調整しやすい。
【００７３】
　また、ステアリングシャフト２０が、第１ステアリングシャフト２１と、第２ステアリ
ングシャフト２２とを含む場合、車体５の前後方向において、モータ３７の後端３７Ｂは
第２ステアリングシャフト２２の上端２２ｔの後側に配置されるのが好ましい。上述した
ように、モータ３７を車両１の前後方向の中心に近い位置に配置できるからである。
【００７４】
　操舵機構６０が、１つのステアリングシャフト２０を含む場合は、車体５の前後方向に
おいて、モータ３７の後端３７Ｂはステアリングシャフト２０の上端２０ｔの後側に配置
されるのが好ましい。
【００７５】
　［減速機構］
　図１４を参照して、車体５の前後方向において、減速機構３９の後端３９Ｂは左アーム
機構３０Ｌの右部の後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒの左部の後端３０Ｒｂの後側に
配置されるのが好ましい。このような構成によれば、車体５の上下方向において、リーニ
ング駆動機構３３がステアリングシャフト２０の下側に配置される。そのため、上述した
ように、車両１の全体の大型化が抑制される。加えて、減速機構３９が車両１の前後方向
の中心に近い。そのため、車両１の重心が、車両１の前後方向の中心に近づく。したがっ
て、車両１の前後方向の重量バランスを調整しやすい。
【００７６】
　また、ステアリングシャフト２０が、第１ステアリングシャフト２１と、第２ステアリ
ングシャフト２２とを含む場合、車体５の前後方向において、減速機構３９の後端３９Ｂ
は第２ステアリングシャフト２２の上端２２ｔの後側に配置されるのが好ましい。上述し
たように、減速機構３９を車両１の前後方向の中心に近い位置に配置できるからである。
【００７７】
　操舵機構６０が、１つのステアリングシャフト２０を含む場合は、車体５の前後方向に
おいて、減速機構３９の後端３９Ｂはステアリングシャフト２０の上端２０ｔの後側に配
置されるのが好ましい。
【００７８】
　［駆動連結部］
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　車体５の前後方向において、駆動連結部３６の前端３６Ｆは左アーム機構３０Ｌの右部
の後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒの左部の後端３０Ｒｂの前側に配置されるのが好
ましい。車体５の前後方向において、駆動連結部３６の前端３６Ｂはステアリングシャフ
ト２０の下端２０ｂの前側に配置されるのがさらに好ましい。また、車体５の前後方向に
おいて、リーニング駆動機構３３は、リーニング機構の後側からリーニング機構に連結さ
れる。したがって、車体５の前後方向において、駆動連結部３６の前端３６Ｆは左アーム
機構３０Ｌの右部の前端３０Ｌｆ及び右アーム機構３０Ｒの左部の前端３０Ｒｆの後側に
配置されるのが好ましい。
【００７９】
　上述の説明では、リーニング駆動機構３３が、左右アーム連結機構７０、左アーム機構
３０Ｌ及び右アーム機構３０Ｒと車体５との間に設けられる場合について説明した。しか
しながら、リーニング駆動機構３３が設けられる位置はこの場合に限定されない。
【００８０】
　図１６は、リーニング駆動機構３３が設けられる位置の他の実施形態を模式的に示す側
面図である。図１６を参照して、車体５の前後方向において、リーニング駆動機構３３の
前端３３Ｆは、左アーム機構３０Ｌの後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒの後端３０Ｒ
ｂの前側に配置される。しかしながら、車体５の前後方向において、リーニング駆動機構
３３の前端３３Ｆは、左右アーム連結機構７０の後端７０Ｂの後側に設けられる。すなわ
ち、リーニング駆動機構３３は、左右アーム連結機構７０と車体５との間に設けられる。
【００８１】
　この場合であっても、車体５の上下方向から見て、リーニング駆動機構３３の少なくと
も一部は、ステアリングシャフト２０に重ねて設けられる。したがって、車両１の全体の
大型化が抑制される。
【００８２】
　図１７は、リーニング駆動機構３３が設けられる位置の他の実施形態を模式的に示す側
面図である。図１７を参照して、操舵機構６０は、１つのステアリングシャフト２０を含
む。車体５の前後方向において、リーニング駆動機構３３の全体は、左アーム機構３０Ｌ
の後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒの後端３０Ｒｂの前側に配置される。しかしなが
ら、車体５の前後方向において、リーニング駆動機構３３の前端３３Ｆは、左右アーム連
結機構７０の後端７０Ｂの後側に設けられる。すなわち、リーニング駆動機構３３は、左
右アーム連結機構７０と車体５との間に設けられる。
【００８３】
　この場合であっても、車体５の上下方向から見て、リーニング駆動機構３３の少なくと
も一部は、ステアリングシャフト２０に重ねて設けられる。したがって、車両１の全体の
大型化が抑制される。
【００８４】
　図１８は、リーニング駆動機構３３が設けられる位置の他の実施形態を模式的に示す側
面図である。図１８を参照して、操舵機構６０は、１つのステアリングシャフト２０を含
む。車体５の前後方向において、リーニング駆動機構３３の前端３３Ｆは、左アーム機構
３０Ｌの後端３０Ｌｂ及び右アーム機構３０Ｒの後端３０Ｒｂの前側に配置される。しか
しながら、車体５の前後方向において、リーニング駆動機構３３の前端３３Ｆは、左右ア
ーム連結機構７０の後端７０Ｂの後側に設けられる。すなわち、リーニング駆動機構３３
は、左右アーム連結機構７０と車体５との間に設けられる。
【００８５】
　この場合であっても、車体５の上下方向から見て、リーニング駆動機構３３の少なくと
も一部は、ステアリングシャフト２０に重ねて設けられる。したがって、車両１の全体の
大型化が抑制される。
【００８６】
　以上、本発明の実施の一形態について説明したが、本発明は種々の形態にて実施するこ
とが可能であり、前記実施形態に限定されないことは勿論である。
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【００８７】
　本発明の傾斜車両は、２つの前操舵輪と１つの後輪を備えている。後輪は、車体の左右
方向において並ぶように設けられた左後輪及び右後輪であってもよい。後輪は、少なくと
も１つ備えていればよい。
【００８８】
　本発明の左アーム機構は、車体の傾斜に応じて車体の上下方向に揺動可能に右部が車体
に支持された少なくとも一つの左アーム部材を含んでいればよい。左アーム機構は、車体
の上下方向に並ぶ複数の左アーム部材を含んでいてもよい。
【００８９】
　本発明の右アーム機構は、車体の傾斜に応じて車体の上下方向に揺動可能に左部が車体
に支持された少なくとも一つの右アーム部材を含んでいればよい。右アーム機構は、車体
の上下方向に並ぶ複数の右アーム部材を含んでいてもよい。
【００９０】
　本発明の左アーム機構の右部の後端は、左下アームの右部の後端でもよく、左上アーム
の右部の後端でもよい。左下アームの右部の後端及び左上アームの右部の後端のうち、車
体の前後方向において、最も後側に配置される端部であればよい。
【００９１】
　本発明の右アーム機構の左部の後端は、右下アームの左部の後端でもよく、右上アーム
の左部の後端でもよい。右下アームの左部の後端及び右上アームの左部の後端のうち、車
体の前後方向において、最も後側に配置される端部であればよい。
【００９２】
　本発明のステアリングシャフトは、単一の部材であってもよい。また、ステアリングシ
ャフトは、回転軸線が異なる複数のステアリングシャフト部材を含んでいてもよい。また
、ステアリングシャフトは、回転軸線が同一な複数のステアリングシャフト部材を含んで
いてもよい。
【００９３】
　本発明のパワーユニットは、電動モ－タを含んでいてもよい。パワーユニットは、油圧
モ－タを含んでいてもよい。パワーユニットは、減速機構を含んでいてもよい。パワーユ
ニットは、減速機構を含まなくてもよい。パワーユニットは、油圧シリンダを含んでいて
もよい。パワーユニットは、油圧シリンダに連結されたリンク機構を含んでいてもよい。
【００９４】
　本発明の減速機構は、複数の歯車を含む歯車減速機構であってもよい。歯車は、平歯歯
車であってもよい。歯車は、ハス歯歯車であってもよい。歯車は、ウォーム歯車であって
もよい。また、減速機構は、リンク機構であってもよい。減速機構の形式は、前述した形
式に限定されない。
【００９５】
　本発明のリーニング駆動機構は、車体に対して左アーム機構及び右アーム機構を揺動さ
せる揺動力を付与することにより、ライダーによる車体、左前操舵輪及び右前操舵輪の傾
斜動作を補助してもよい。補助とは、傾斜動作を促進する場合を含んでいてもよい。補助
とは、傾斜動作を抑制する場合を含んでいてもよい。また、本発明のリーニング駆動機構
は、車体に対して左アーム機構及び右アーム機構を揺動させる揺動力を付与することによ
り、ライダーによる車体、左前操舵輪及び右前操舵輪の傾斜動作に関わらず、車体、左前
操舵輪及び右前操舵輪の傾斜動作を制御してもよい。たとえば、傾斜車両が自動運転車両
である場合、各種センサの入力に応じて制御された揺動力を車体に対して付与してもよい
。本発明のリーニング駆動機構は、その駆動力を付与する目的によって限定されない。
【００９６】
　本発明の駆動連結部は、左アーム機構又は右アーム機構に連結されてもよい。本発明の
駆動連結部は、左アーム機構、右アーム機構及び左右アーム連結機構の少なくともいずれ
か１つに連結されればよい。
【００９７】
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　本発明の回転は、特定の回転角度の動きに限定されない。本発明の回転は、３６０°以
上回転してもよい。本発明の回転は、３６０°未満の回転であってもよい。本発明の回転
は、１８０°未満の回転であってもよい。本発明の回転は、９０°未満の回転であっても
よい。
【００９８】
　本発明の揺動は、特定の揺動角度の動きに限定されない。本発明の揺動角度は、３６０
°未満であってもよい。本発明の揺動角度は、１８０°未満であってもよい。本発明の揺
動角度は、９０°未満であってもよい。
【００９９】
　本発明の連結は、直接的な連結に限定されない。本発明の連結は、間接的な連結であっ
てもよい。間接的な連結とは、２つの部材以外の部材を介して結びつけることである。
【０１００】
　ここに用いられた用語及び表現は、説明のために用いられたものであって限定的に解釈
するために用いられたものではない。ここに示されかつ述べられた特徴事項の如何なる均
等物をも排除するものではなく、本発明のクレームされた範囲内における各種変形をも許
容するものであると認識されなければならない。本発明は、多くの異なった形態で具現化
され得るものである。この開示は本発明の原理の実施形態を提供するものと見なされるべ
きである。それらの実施形態は、本発明をここに記載しかつ／又は図示した好ましい実施
形態に限定することを意図するものではないという了解のもとで、実施形態がここに記載
されている。ここに記載した実施形態に限定されるものではない。本発明は、この開示に
基づいて当業者によって認識され得る、均等な要素、修正、削除、組み合わせ、改良及び
／又は変更を含むあらゆる実施形態をも包含する。クレームの限定事項はそのクレームで
用いられた用語に基づいて広く解釈されるべきであり、本明細書あるいは本願のプロセキ
ューション中に記載された実施形態に限定されるべきではない。
【符号の説明】
【０１０１】
　１　　　傾斜車両
　５　　　車体
　１０　　ヘッドパイプ
　１１Ｌ　左前操舵輪
　１１Ｒ　右前操舵輪
　２０　　ステアリングシャフト
　３０Ｌ　左アーム機構
　３０Ｒ　右アーム機構
　３３　　リーニング駆動機構
　６０　　操舵機構
　６１　　リーニング機構
　Ｈ１Ｌ　第１左軸線
　Ｈ１Ｒ　第１右軸線
　Ｈ２　　第２左軸線、第２右軸線
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